
閣 議 及 び 閣 僚 懇 談 会 議 事 録 

開催日時：令和元年５月３１日（金） ８：０６～８：２１ 

開催場所：総理大臣官邸閣議室 

出 席 者：安 倍 晋 三 内閣総理大臣 

麻 生 太 郎 国務大臣（副総理，財務大臣，内閣府特命担当大臣） 

石 田 真 敏 国務大臣（総務大臣，内閣府特命担当大臣） 

山 下 貴 司 国務大臣（法務大臣） 

河 野 太 郎 国務大臣（外務大臣） 

柴 山 昌 彦 国務大臣（文部科学大臣） 

根 本 匠 国務大臣（厚生労働大臣） 

𠮷 川 貴 盛 国務大臣（農林水産大臣） 

石 井 啓 一 国務大臣（国土交通大臣） 

原 田 義 昭 国務大臣（環境大臣，内閣府特命担当大臣） 

岩 屋 毅 国務大臣（防衛大臣） 

菅 義 偉 国務大臣（内閣官房長官） 

渡 辺 博 道 国務大臣（復興大臣） 

山 本 順 三 国務大臣（国家公安委員会委員長，内閣府特命担当大臣） 

宮 腰 光 寛 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

平 井 卓 也 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

茂 木 敏 充 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

片 山 さつき 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

鈴 木 俊 一 国務大臣（東京オリンピック・パラリンピック担当大臣） 

欠 席 者：世 耕 弘 成 国務大臣（経済産業大臣，内閣府特命担当大臣） 

陪 席 者：西 村 康 稔 内閣官房副長官 

野 上 浩太郎 内閣官房副長官 

杉 田 和 博 内閣官房副長官 

横 畠 裕 介 内閣法制局長官 

閣議案件：別添案件表のとおり。 

〇一般案件 ３件 

〇国会提出案件 １３件 

〇公布（法律） ６件 

〇政令 ３件 

○人事        ２件 

○配布        １件 

いずれも，案件表のとおり，決定，了解等となった。 
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議事内容： 

○菅国務大臣：ただ今から，閣議を開催いたします。 

まず，閣議案件について，西村副長官から御説明申し上げます。 

○西村内閣官房副長官：一般案件等について，申し上げます。まず，「海岸漂着物対策

を総合的かつ効果的に推進するための基本的な方針の変更」について，御決定をお

願いいたします。本件は，海岸漂着物処理推進法の改正に伴い，海洋環境に深刻な

影響を及ぼすおそれのあるマイクロプラスチックの海域への排出抑制に関して記

述するなどの変更を行うものであります。 

  次に，「日米地位協定」第２条に基づく，米軍使用施設・区域の共同使用等につい

て，御決定をお願いいたします。今回の案件は，陸上自衛隊が非常用発電機室の建

設用地等として使用するため，千葉県木更津市の「木更津飛行場」の一部土地を共

同使用するもの等，計６件であります。 

  次に，恩赦３件について，御決定をお願いいたします。いずれも復権を行うもの

であります。 

  次に，「水産白書」について，御決定をお願いいたします。本件は，水産基本法に

基づき，国会に提出するものであります。本件につきましては，後程，農林水産大

臣から御発言があります。 

  次に，「無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律の施行状況に関す

る報告」及び「平成３０年団体規制状況の年次報告」について，御決定をお願いい

たします。本件は，無差別大量殺人団体規制法及び破壊活動防止法に基づき，それ

ぞれ国会に提出するものであります。本件につきましては，後程，法務大臣及び国

家公安委員会委員長から御発言があります。 

次に，質問主意書に対する答弁書１０件について，お手元の資料のとおり，御決

定をお願いいたします。 

次に，法律の公布について，御決定をお願いいたします。「道路交通法の一部改正

法」外５件が，３０日までの衆議院及び参議院本会議において，可決成立したもの

であります。 

次に，政令３件について，御決定をお願いいたします。まず，「公益通報者保護法

別表第８号の法律を定める政令の一部を改正する政令」は，同法の対象法律として,

特定興行入場券の不正転売の禁止等による興行入場券の適正な流通の確保に関す

る法律を追加するものであります。 

次に，「労働安全衛生法施行令の一部を改正する政令」は，船内荷役作業のうち，

船員室の新設等により総トン数が５００トン以上５１０トン未満となった船舶に

おいて揚貨装置を用いないで行うものを，労働災害が生じるおそれが増大しないと

して，作業主任者を選任しなければならない作業から除外するものであります。 

次に，「児童福祉法施行令の一部を改正する政令」は，通所給付決定又は入所給付

決定に係る３歳から５歳までの障害児がいる保護者について，通所支援又は入所支

援に係る負担額を軽減するものであります。 

次に，人事案件について，申し上げます。まず，岩屋防衛大臣が，第１８回アジ
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ア安全保障会議出席等のため，本日から６月２日まで，海外出張されますので，御

了解をお願いいたします。 

次に，成澤榮一外５５８名の叙位又は叙勲について，御決定をお願いいたします。 

次に，件名外の配布資料といたしまして，「労働力調査報告」があります。本件に

つきましては，後程，総務大臣及び，関連して厚生労働大臣から御発言があります。

なお，本件の公表時刻は８時３０分ですので，それまでの間，不公表となります。 

〇菅国務大臣：次に，大臣発言がございます。まず，農林水産大臣。 

〇𠮷川国務大臣：平成３０年度水産白書におきましては，現在進めている水産政策の

改革の内容を冒頭で紹介するとともに，特集として，水産教育や若手漁業者の育成

等水産業に関する人材育成の現状と今後の方向性について考察しました。 

また，我が国水産業をめぐる動きや，水産物の安定供給と水産業の健全な発展を

図るために講じている各般の施策について解説しております。 

白書の作成に当たり，関係府省に御協力いただいたことに対し，感謝申し上げま

す。 

〇菅国務大臣：次に，法務大臣。 

〇山下国務大臣：無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律の平成３０年

中の施行状況について御報告いたします。公安審査委員会は，平成３０年１月２２

日，公安調査庁長官によるオウム真理教に対する観察処分の６回目の期間更新請求

について，これを更新する決定をいたしました。また，公安調査庁では，平成３０

年中にオウム真理教から４回の定期報告を徴するとともに，教団施設延べ７０箇所

に対して立入検査を行うなど，観察処分を厳正に実施いたしました。これらの実施

結果については，延べ５３の関係地方公共団体の長に対して情報提供しております。 

次に，破壊活動防止法による団体規制については，平成３０年中，公安調査庁長

官において，破壊的団体につき規制処分の請求手続をとったものはありませんでし

た。 

〇菅国務大臣：次に，国家公安委員会委員長。 

〇山本国務大臣：法務大臣から御発言がありました無差別大量殺人行為を行った団体

の規制に関する法律の施行状況に関する報告に関連し，警察の対応状況を御説明し

ます。 

警察では，オウム真理教の組織実態を明らかにするため，教団に関する様々な情

報を収集するとともに，教団による組織的な違法行為を厳正に取り締まっておりま

す。 

また，教団施設周辺の住民の不安を払拭するとともに，トラブルの発生を防止す

るため，制服を着用した警察官等によるパトロールを実施するほか，公安調査官に

よる立入検査に際し，立入先周辺の警戒警備を実施しております。 

引き続き，関係機関と緊密に連携し，こうした諸対策を推進してまいります。 

〇菅国務大臣：次に，総務大臣。 

〇石田国務大臣：本日，労働力調査結果を公表いたします。その主なポイントは，次

のとおりです。公表時刻は８時３０分ですので，その旨御留意ください。４月の就
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業者数は６，７０８万人と，１年前に比べ３７万人の増加，完全失業者数は１７６

万人と，１年前に比べ４万人の減少となりました。季節調整値で前月からの増減を

みると，就業者数は３０万人の減少，完全失業者数は６万人の減少となりました。

完全失業率は２．４％と，前月に比べ０．１ポイントの低下となり，約２６年ぶり

の低い水準で推移しています。また，１５歳から６４歳の就業率は７７．４％と，

平成３０年１０月と並び，比較可能な昭和４３年以降で過去最高となるなど，雇用

情勢は着実に改善しています。 

〇菅国務大臣：次に，厚生労働大臣。 

〇根本国務大臣：平成３１年４月の有効求人倍率は， 季節調整値で１．６３倍と，前

月と同水準となりました。また，正社員有効求人倍率は１．１６倍と，こちらも前

月と同水準となりました。 

求人・求職の動向や，総務大臣から報告のありました労働力調査の結果をみます

と，現在の雇用情勢は，着実に改善が進む中，求人が求職を大幅に上回って推移し

ています。 

今後とも，働き方改革の実現に向けた取組等を着実に推進していきます。 

〇菅国務大臣：次に，内閣総理大臣から御発言がございます。 

〇安倍内閣総理大臣：岩屋大臣は，海外出張いたしますが，その出張不在中，菅内閣

官房長官を防衛大臣の臨時代理に指定します。 

〇菅国務大臣：これをもちまして，閣議を終了いたします。 

  引き続き，閣僚懇談会を開催いたします。 

  環境大臣から２件御発言がございます。 

〇原田国務大臣：まず，海洋プラスチックごみ問題は喫緊の課題であり，政府を挙げ

てその対策に取り組む必要があります。本日決定されました海洋ごみ対策の基本方

針や，プラスチック資源循環戦略，さらに，この後の関係閣僚会議で御議論いただ

く海洋プラスチックごみ対策アクションプランに基づき，強力に進めてまいります

ので，関係閣僚におかれましても格別の御協力をお願いいたします。 

来月１５日から軽井沢で開かれるＧ２０持続可能な成長のためのエネルギー転

換と地球環境に関する関係閣僚会合において，こうした我が国の対策をＧ２０各国

に発信し，新興国を巻き込んだグローバルで実効性のある取組の推進に向けて議論

をリードしてまいります。 

次に，フロン類対策の国際展開について申し上げます。世界全体での代替フロン

排出量は，二酸化炭素換算で現在約９億トン，１０年後には２０億トンになるとも

推計されており，フロン類対策を講じることは，我が国のみならず，世界的にも喫

緊の課題です。 

一昨日に成立した改正フロン排出抑制法により，世界に誇れる画期的なフロン回

収処理の仕組みが構築されました。各府省におかれても，フロン類の適正な管理等

に率先して御協力をお願いいたします。 

法改正を契機に，環境省としても，関係各府省と連携し，こうした取組を世界に

広げてまいります。各国にフロン類対策の重要性について呼びかけ，世界的なフロ
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ン類対策の大きなうねりを作り出していく決意です。 

〇菅国務大臣：ほかに御発言はございますか。 

  無いようですので，以上をもちまして，閣僚懇談会を終了いたします。 
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令 和 元 年 

５ 月 31 日 

◎ 一 般 案 件

○ 海 岸 漂 着 物 対 策 を 総 合 的 か つ 効 果 的 に 推 進 す る た

め の 基 本 的 な 方 針 の 変 更 に つ い て （ 決 定 ）

（ 環 境 省 ） 

〃 ○ 「 日 本 国 と ア メ リ カ 合 衆 国 と の 間 の 相 互 協 力 及 び

安 全 保 障 条 約 第 ６ 条 に 基 づ く 施 設 及 び 区 域 並 び に

日 本 国 に お け る 合 衆 国 軍 隊 の 地 位 に 関 す る 協 定 」

第 ２ 条 に 基 づ く 施 設 及 び 区 域 の 共 同 使 用 ， 追 加 提

供 及 び 新 規 提 供 等 に つ い て （ 決 定 ）  （ 防 衛 省 ）

☆ 恩 赦 に つ い て （ 決 定 ）       （ 内 閣 官 房 ）

◎ 国 会 提 出 案 件

 〇 「 平 成 ３ ０ 年 度 水 産 の 動 向 」 及 び 「 令 和 元 年 度 水 

産 施 策 」 に つ い て （ 決 定 ）    （ 農 林 水 産 省 ） 

〃 ○ 無 差 別 大 量 殺 人 行 為 を 行 っ た 団 体 の 規 制 に 関 す る

法 律 の 施 行 状 況 に 関 す る 報 告 に つ い て （ 決 定 ）

（ 法 務 省 ・ 警 察 庁 ） 

〃 ☆ 平 成 ３ ０ 年 団 体 規 制 状 況 の 年 次 報 告 に つ い て

（ 決 定 ） （ 法 務 省 ） 

1. 衆 議 院 議 員 源 馬 謙 太 郎 （ 国 民 ） 提 出 政 府 が 最

〃 〇 重 要 課 題 と し て 掲 げ る 北 朝 鮮 に よ る 拉 致 問 題

に 関 す る 質 問 に 対 す る 答 弁 書 に つ い て

（ 決 定 ）           （ 内 閣 官 房 ）

1. 衆 議 院 議 員 源 馬 謙 太 郎 （ 国 民 ） 提 出 ２ ０ １ ９

年 版 外 交 青 書 に お け る 北 方 領 土 の 記 載 に 関 す

る 質 問 に 対 す る 答 弁 書 に つ い て （ 決 定 ）

（ 外 務 省 ） 

1. 衆 議 院 議 員 早 稲 田 夕 季 （ 立 憲 ） 提 出 無 戸 籍 児

を 含 む 難 民 認 定 申 請 中 の 子 ど も の 健 康 に 関 す

る 質 問 に 対 す る 答 弁 書 に つ い て （ 決 定 ）

（ 厚 生 労 働 省 ） 

1. 参 議 院 議 員 櫻 井 充 （ 民 主 ） 提 出 あ は き 法 に 関

す る 質 問 に 対 す る 答 弁 書 に つ い て （ 決 定 ）

（ 同 上 ） 

（ 金 ）閣 議 案 件

資 料
あ り

資 料
あ り

資 料
な し

〔 別 添 〕
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1. 衆 議 院 議 員 古 本 伸 一 郎 （ 国 民 ） 提 出 賃 貸 住 宅 

の 居 住 者 へ の 支 援 の あ り 方 に 関 す る 質 問 に 対 

す る 答 弁 書 に つ い て （ 決 定 ） （ 国 土 交 通 省 ） 

1. 衆 議 院 議 員 松 原 仁 （ 社 保 ） 提 出 羽 田 空 港 へ の 

低 空 飛 行 ル ー ト の 見 直 し を 求 め る 品 川 区 議 会 

の 見 直 し 決 議 ， 渋 谷 区 議 会 の 意 見 書 の 取 り 扱 

い に 関 す る 質 問 に 対 す る 答 弁 書 に つ い て 

（ 決 定 ）             （ 同 上 ） 

1. 衆 議 院 議 員 松 原 仁 （ 社 保 ） 提 出 大 田 区 京 浜 島 

の 事 業 者 及 び 従 業 員 へ の 羽 田 空 港 低 空 飛 行 ル 

ー ト 採 用 の 影 響 に 関 す る 質 問 に 対 す る 答 弁 書 

に つ い て （ 決 定 ）         （ 同 上 ） 

1. 参 議 院 議 員 又 市 征 治 （ 立 憲 ） 提 出 「 海 洋 建 築 

物 の 取 扱 い に つ い て 」 に 関 す る 質 問 に 対 す る 

答 弁 書 に つ い て （ 決 定 ）      （ 同 上 ） 

1. 衆 議 院 議 員 早 稲 田 夕 季 （ 立 憲 ） 提 出 ハ ク ビ シ 

ン の 特 定 外 来 生 物 指 定 に 関 す る 質 問 に 対 す る 

答 弁 書 に つ い て （ 決 定 ）     （ 環 境 省 ） 

1. 衆 議 院 議 員 早 稲 田 夕 季 （ 立 憲 ） 提 出 ハ ク ビ シ 

ン が 明 治 以 前 に 日 本 に 生 息 し て い た 科 学 的 根 

拠 に 関 す る 質 問 に 対 す る 答 弁 書 に つ い て 

（ 決 定 ）             （ 同 上 ） 

 

          ◎ 公 布 （ 法 律 ） 

     1. 道 路 交 通 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 （ 決 定 ） 

   ☆  1. 女 性 の 職 業 生 活 に お け る 活 躍 の 推 進 に 関 す る

法 律 等 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 （ 決 定 ） 

     1. フ ロ ン 類 の 使 用 の 合 理 化 及 び 管 理 の 適 正 化 に

関 す る 法 律 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 （ 決 定 ） 

 1. 中 小 企 業 の 事 業 活 動 の 継 続 に 資 す る た め の 中

小 企 業 等 経 営 強 化 法 等 の 一 部 を 改 正 す る 法 律

（ 決 定 ） 

 1. 放 送 法 の 一 部 を 改 正 す る 法 律 （ 決 定 ） 

 1. 特 定 農 産 加 工 業 経 営 改 善 臨 時 措 置 法 の 一 部 を

改 正 す る 法 律 （ 決 定 ） 

資 料  
な し  
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◎ 政  令 

○ 公 益 通 報 者 保 護 法 別 表 第 ８ 号 の 法 律 を 定 め る 政 令 

の 一 部 を 改 正 す る 政 令 （ 決 定 ）   （ 消 費 者 庁 ） 

〃  ○ 労 働 安 全 衛 生 法 施 行 令 の 一 部 を 改 正 す る 政 令 

（ 決 定 ）            （ 厚 生 労 働 省 ） 

〃  ○ 児 童 福 祉 法 施 行 令 の 一 部 を 改 正 す る 政 令 （ 決 定 ） 

               （ 厚 生 労 働 ・ 財 務 省 ） 

 

◎ 人  事 

   ☆ 防 衛 大 臣 岩 屋  毅 の 海 外 出 張 に つ い て （ 了 解 ） 

   ☆ 元 長 野 県 議 会 議 員 成 澤 榮 一 外 ５ ５ ８ 名 の 叙 位 又 は

叙 勲 に つ い て （ 決 定 ） 

 

 

〔 ○ 署 名 あ り  ☆ 署 名 な し 〕 

 

  

資 料  
あ り  

資 料  
あ り  

資 料  
な し  
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                 令 和 元 年 

                 ５ 月 31 日 

 

◎ 配  布 

☆ 労 働 力 調 査 報 告           （ 総 務 省 ） 

 

 

〔 ○ 署 名 あ り  ☆ 署 名 な し 〕 

 

 

 件 名 外 案 件  （ 金 ）  
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